
損害保険会社らに対する排除措置命令及び課徴金納付命令等について 

 

令和６年１０月３１日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は、損害保険会社である三井住友海上火災保険株式会社、損害保

険ジャパン株式会社、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社及び東京海上日動火

災保険株式会社並びに損害保険代理店である共立株式会社に対し、本日、独占禁止

法の規定に基づき排除措置命令及び課徴金納付命令を行った。 

損害保険会社らによる違反行為の概要は後記第１の２に記載のとおりであり、各件

は、損害保険会社らが、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違反す

る行為を行っていたものである。 

また、独占禁止法違反行為の未然防止の観点から、今般、後記第２のとおり、共同

保険に係る独占禁止法上の留意点等について取りまとめた。 

さらに、金融庁及び一般社団法人日本損害保険協会（以下「日本損害保険協会」と

いう。）に対し、本日、後記第３のとおり、要請を行った。 

 

第１ 排除措置命令及び課徴金納付命令 

１ 違反事業者並びに排除措置命令及び課徴金納付命令の件数等（排除措置命令及

び課徴金納付命令の状況は別表のとおり） 

番号 
違反事業者 

（法人番号） 
本店の所在地 代表者 

排除措置命令 

課徴金納付命令 

１ 

三井住友海上火災保険株式

会社 

（6010001008795） 

東京都千代田区神田

駿河台三丁目９番地 

代表取締役 

舩曵 真一郎 

９件 

５件(8億8514万円) 

２ 
損害保険ジャパン株式会社 

（4011101023372） 

東京都新宿区西新宿

一丁目26番１号 

代表取締役 

石川 耕治 

９件 

６件(6億4798万円) 

３ 

あいおいニッセイ同和損害

保険株式会社 

（3011001027739） 

東京都渋谷区恵比寿

一丁目28番１号 

代表取締役 

新納 啓介 

４件 

３件(5億640万円) 

４ 

東京海上日動火災保険株式

会社 

（2010001008824） 

東京都千代田区大手

町二丁目６番４号 

代表取締役 

城田 宏明 

９件 

１件(3212万円) 

５ 
共立株式会社 

（3010001128893） 

東京都中央区日本橋

二丁目２番16号 

代表取締役 

石井 哲 

１件 

－ 

（注１）各違反事業者名については、以下、「三井住友海上」、「損保ジャパン」、「あいおい」、

「東京海上」及び「共立」という。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局審査局 

第一審査（京成電鉄、警視庁、東京都、後記第２及び第３） 

電話 ０３－３５８１－４９６０（直通） 

第四審査上席（仙台国際空港及び東急） 

電話 ０３－３５８１－５４８７（直通） 

第五審査（ＪＥＲＡ
ジ ェ ラ

、コスモ石油、ＪＯＧＭＥＣ
ジ ョ グ メ ッ ク

及びシャープ） 

電話 ０３－３５８１－１７７９（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 
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２ 違反行為の概要 

(1)  株式会社ＪＥＲＡを保険契約者とする損害保険について（詳細は別紙１参照） 

三井住友海上、損保ジャパン、あいおい及び東京海上は、共同して、本件財

物・利益保険（注２）について、見積り合わせにおいて各社が提示する保険料の水

準を調整すること等によって保険料を引き上げ又は維持できるようにすること

により、公共の利益に反して、本件財物・利益保険の取引分野における競争を

実質的に制限していた。 

（注２）「本件財物・利益保険」とは、株式会社ＪＥＲＡが見積り合わせの方法により発注する財

物・利益保険のうち、１回の事故につき保険金の支払限度額を１５００億円とする保険をいう。 

 

(2)  コスモ石油株式会社を保険契約者とする損害保険について（詳細は別紙２参

照） 

三井住友海上、損保ジャパン、あいおい及び東京海上は、共同して、本件製

油所包括保険（注３）について、見積り合わせにおいて各社が提示する保険料等を

調整することによって各社の引受割合及び保険料の水準を維持できるようにす

ることにより、公共の利益に反して、本件製油所包括保険の取引分野における

競争を実質的に制限していた。 

（注３）「本件製油所包括保険」とは、コスモエネルギーホールディングス株式会社がコスモ石油

株式会社の製油所を対象に同社に代わって、見積り合わせの方法により発注する地震保険、並

びに見積り合わせと相対交渉を併用する方法により発注する火災保険及び利益保険をいう。 

 

(3)  独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構を保険契約者とする損害保険に

ついて（詳細は別紙３参照） 

三井住友海上、損保ジャパン、東京海上及び共立は、共同して、本件備蓄基

地保険（注４）について、三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上が事前に想定

した引受保険料及び引受割合で受注できるようにすることにより、公共の利益

に反して、本件備蓄基地保険の取引分野における競争を実質的に制限していた。 

（注４）「本件備蓄基地保険」とは、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（以下「ＪＯＧ

ＭＥＣ」という。）が一般競争入札の方法により発注する、ＪＯＧＭＥＣが管理する国家石油・

石油ガス備蓄基地等を対象とする企業財産包括保険、火災通知保険、土木構造物保険及び総合

賠償責任保険をいう。 

 

(4)  シャープ株式会社を保険契約者とする損害保険について（詳細は別紙４参照） 

三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上は、共同して、本件マリン保険（注５）

について、各社の見積保険料を調整することによって保険料の水準を維持でき

るようにすることにより、公共の利益に反して、本件マリン保険の取引分野に

おける競争を実質的に制限していた。 

（注５）「本件マリン保険」とは、シャープ株式会社（以下「シャープ」という。）を保険契約者

とし、保管中又は輸送中のシャープ製品等を補償対象とする損害保険であって、シャープから

指名を受けたマーシュジャパン株式会社により「ＳＨＡＲＰ ＧＬＯＢＡＬ ＳＴＰ ＰＲＯ



３ 

ＧＲＡＭ」という名称で見積り合わせされるものをいう。 

 

(5)  京成電鉄株式会社を保険契約者とする損害保険について（詳細は別紙５参照） 

三井住友海上、損保ジャパン、あいおい及び東京海上は、共同して、本件グ

ループ包括保険（注６）について、予定幹事会社を決定し、予定幹事会社が幹事会

社に選定されるようにするとともに、予定幹事会社が定めた見積金額を基にし

た保険料等で契約できるようにすることにより、公共の利益に反して、本件グ

ループ包括保険の取引分野における競争を実質的に制限していた。 

（注６）「本件グループ包括保険」とは、京成電鉄株式会社（以下「京成電鉄」という。）が「グ

ループ包括保険」の名称により見積合わせの方法により発注する京成電鉄を保険契約者とする

鉄道総合財産保険、鉄道賠償責任保険及び副業総合保険をいう。 

 

(6)  警視庁が発注する損害保険について（詳細は別紙６参照） 

三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上は、共同して、警視庁が希望制指

名競争入札の方法により発注する任意自動車保険について、受注予定者を決定

し、受注予定者が受注できるようにすることにより、公共の利益に反して、警

視庁が希望制指名競争入札の方法により発注する任意自動車保険の取引分野に

おける競争を実質的に制限していた。 

 

(7)  東京都が発注する都立病院を対象とする損害保険について（詳細は別紙７参照） 

三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上は、共同して、東京都発注の病院

賠償責任保険（注７）について、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるよ

うにすることにより、公共の利益に反して、東京都発注の病院賠償責任保険の

取引分野における競争を実質的に制限していた。 

（注７）「東京都発注の病院賠償責任保険」とは、東京都が希望制指名競争入札の方法により発注

する都立病院を対象とする病院賠償責任保険をいう。 

 

(8)  仙台国際空港株式会社を保険契約者とする損害保険について（詳細は別紙８

参照） 

三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上は、共同して、令和４年更改契約

における本件損害保険（注８）について、見積り合わせにおいて各社が提出する見

積りを調整することによって保険料を引き上げること及び地震特約に係る保険

期間を１年とすることを合意することにより、公共の利益に反して、令和４年

更改契約における本件損害保険の取引分野における競争を実質的に制限してい

た。 

（注８）「本件損害保険」とは、企業財産包括保険、土木構造物保険及び空港管理者賠償責任保険

をいう。 

 

(9)  東急株式会社を保険契約者とする損害保険について（詳細は別紙９参照） 

三井住友海上、損保ジャパン、あいおい及び東京海上は、共同して、令和５
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年更改契約における本件損害保険（注９）について、見積り合わせにおいて各社が

提出する見積りを調整することによって保険料を引き上げ又は維持することを

合意することにより、公共の利益に反して、令和５年更改契約における本件損

害保険の取引分野における競争を実質的に制限していた。 

（注９）「本件損害保険」とは、企業財産包括保険及び企業総合賠償責任保険をいう。 

 

第２ 共同保険に係る独占禁止法上の留意点等について 

前記第１の排除措置命令の対象となった独占禁止法違反行為の多くは、共同保

険の組成過程において行われていたこと等を踏まえ、独占禁止法違反行為の未然

防止の観点から、別添１のとおり、共同保険の組成・利用に関し、損害保険会社、

損害保険代理店又は保険契約者において留意すべき独占禁止法上の考え方及び競

争政策上の考え方等を取りまとめた。 

 

第３ 金融庁及び日本損害保険協会に対する要請 

前記第１のとおり、今回、多岐にわたる損害保険で独占禁止法違反行為が行わ

れていたことから、独占禁止法遵守について、金融庁にあっては、損害保険会社

等に対し、日本損害保険協会にあっては、会員に対し、それぞれ、周知徹底する

よう要請した。 

 



 

排除措置命令及び課徴金納付命令の状況 

（各違反事業者について、上段には排除措置命令の有無を、下段には課徴金額を記載している。） 

 

番号 

保険契約者 
・発注者 

 

違反事業者 

ＪＥＲＡ コスモ石油 ＪＯＧＭＥＣ シャープ 京成電鉄 警視庁 東京都 仙台国際空港 東急 合計 

１ 三井住友海上 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ９件 

4億3621万円 6394万円 1億7286万円 1億4505万円 6708万円 － － － － 8億8514万円 

２ 損保ジャパン 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ９件 

2億9050万円 1億2142万円 1億4429万円 5517万円 － 1962万円 1698万円 － － 6億4798万円 

３ あいおい 
○ ○ 

  
○ 

   
○ ４件 

3億3360万円 1億5128万円 2152万円 － 5億640万円 

４ 東京海上 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ９件 

－ － － － 3212万円 － － － － 3212万円 

５ 共立   
○ 

      
１件 

－ － 

合計 
４社 ４社 ４社 ３社 ４社 ３社 ３社 ３社 ４社  

10億6031万円 3億3664万円 3億1715万円 2億22万円 1億2072万円 1962万円 1698万円 － － 20億7164万円 

（注１）表中の「○」は、その事業者が各件の排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注２）表中の「－」は、その事業者が各件の課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注３）表中の斜線は、その事業者が各件の違反事業者でないことを示している。 

別 表 



株式会社ＪＥＲＡを保険契約者とする損害保険の引受損害保険会社に対する

排除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ 

３０％ 
１０％ 
（注５） 

２０％ 
4 億 3621 万円 

２ あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 
○ 

３０％ 
１０％ 
（注５） 

２０％ 
3 億 3360 万円 

３ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

６０％ ２０％ ４０％ 
2 億 9050 万円 

４ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ 

免除 免除 ― 
― 

合計 
４社 

   
10 億 6031 万円 

（注１）各違反事業者名については、以下、「三井住友海上」、「あいおい」、「損保ジャパン」及び「東京海上」

という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

（注５）番号１及び２の事業者は、共同して、課徴金減免申請を行った者である。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１０号排除措置命令書参照） 

  三井住友海上、あいおい、損保ジャパン及び東京海上の４社（以下「４社」という。）

は、遅くとも令和２年１月２２日以降、本件財物・利益保険（注６）（注８）について、株式

会社ＪＥＲＡ（以下「ＪＥＲＡ」という。）が所有する施設における事故に伴う保険

金の支払により悪化する収支の改善を図るため 

⑴ 見積り合わせにおいて各社が提示する保険料の水準を調整すること等によって保

険料を引き上げ又は維持する 

旨の合意の下に 

⑵ア  各社の営業担当者による会合を開催するなどして、見積り合わせにおいて各社

が提示する保険料の水準を調整する 

イ 見積り合わせにおいて、前記アで調整した水準で保険料を提示する 

ウ マーシュブローカージャパン株式会社（注９）（以下「マーシュブローカージャパ

ン」という。）又はエーオンジャパン株式会社（注１０）（以下「エーオンジャパン」

という。）との保険料の交渉状況について、４社間で情報交換を行い、当該情報

交換を踏まえて、保険料の交渉を行う 

などにより、保険料を引き上げ又は維持できるようにしていた。 

これにより、４社は、公共の利益に反して、本件財物・利益保険の取引分野におけ

る競争を実質的に制限していた。 
（注６）「本件財物・利益保険」とは、ＪＥＲＡが見積り合わせの方法により発注する財物・利益保険（注７）のう

ち、１回の事故につき保険金の支払限度額を１５００億円とする保険をいう。 

別紙１ 



（注７）「財物・利益保険」とは、ＪＥＲＡ及び本件特別目的会社（ＪＥＲＡが出資する、ＪＥＲＡパワー武豊合

同会社、株式会社常陸那珂ジェネレーション、ＪＥＲＡパワー姉崎合同会社及びＪＥＲＡパワー横須賀合同

会社をいう。）所有の全発電所等を対象とし、財物補償及び利益補償等を内容とする損害保険であって、Ｊ

ＥＲＡが「企業総合保険」又は「企業総合補償保険」と称して損害保険会社との間で契約するものをいう。 

（注８）ＪＥＲＡは、本件財物・利益保険を共同保険の形式により発注していた。 

（注９）マーシュブローカージャパンは、本件財物・利益保険の平成３１年４月から令和４年４月までの更改にお

いて、ＪＥＲＡから委託を受けた保険仲立人（保険契約の締結の媒介であって生命保険募集人、損害保険募

集人及び少額短期保険募集人がその所属保険会社等のために行う保険契約の締結の媒介以外のものを行う

者（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）をいう。）として、保険契約

の締結の媒介等を行っていた。 

（注１０）エーオンジャパンは、本件財物・利益保険の令和５年４月の更改において、ＪＥＲＡから指名を受けた

損害保険代理店（損害保険会社からの委託又は当該委託を受けた者からの再委託を受けて、その損害保険会

社のために保険契約の締結の代理又は媒介を行う者（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めの

あるものを含む。）であって、その損害保険会社の役員又は使用人でないものをいう。）として、保険契約

の締結の媒介等を行っていた。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ４社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、ＪＥＲＡを保険契約者

とする損害保険の見積り合わせにおいて、保険料を決定せず、自主的に決めるこ

と。 

⑵ ４社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く３社並びにＪＥ

ＲＡ、マーシュブローカージャパン及びエーオンジャパンに通知し、かつ、自社の

従業員に周知徹底しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法について

は、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

⑶ ４社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、ＪＥ

ＲＡを保険契約者とする損害保険の見積り合わせにおいて保険料を決定してはなら

ない。 

⑷ ４社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵守

についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する定

期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の改

定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に

関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを定

める規程の作成 

⑸ ４社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

三井住友海上、あいおい及び損保ジャパンは、令和７年６月２日までに、それぞれ

前記１の「課徴金額」欄記載の額（総額１０億６０３１万円）を支払わなければなら

ない。 



コスモ石油株式会社を保険契約者とする損害保険の引受損害保険会社に 

対する排除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 
○ 

５０％ 
１０％ 
（注５） 

４０％ 
1 億 5128 万円 

２ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

６０％ ２０％ ４０％ 
1 億 2142 万円 

３ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ 

５０％ 
１０％ 
（注５） 

４０％ 
6394 万円 

４ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ 

免除 免除 ― 
― 

合計 
４社 

     
3 億 3664 万円 

1      

（注１）各違反事業名については、以下、「あいおい」、「損保ジャパン」、「三井住友海上」及び「東京海上」

という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

（注５）番号１及び３の事業者は、共同して、課徴金減免申請を行った者である。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１１号排除措置命令書参照） 

あいおい、損保ジャパン、三井住友海上及び東京海上の４社（以下「４社」という。）

は、各社の営業課長による会合及び営業担当者による会合を開催するなどし、遅くと

も令和２年７月３日以降、本件製油所包括保険（注６）（注７）について 

⑴ 見積り合わせにおいて各社が提示する保険料、保険料率及び提供可能なキャパシ

ティ（注８）（以下「保険料等」という。）を調整することによって各社の引受割合及

び保険料の水準を維持する 

旨の合意の下に 

⑵ア １年に１回行われる地震保険の見積り合わせにおいて各社が提示する保険料率

及び提供可能なキャパシティを調整する 

イ ３年に１回行われる火災保険及び利益保険の見積り合わせによって決まる各社

の引受割合及び保険料が、翌年度以降に相対交渉の方法により発注される当該保

険の引受割合及び保険料に影響することを踏まえ、当該見積り合わせにおいて各

社が提示する保険料を調整する 

ウ 地震保険、火災保険及び利益保険の見積り合わせにおいて、前記ア及びイで調

整した保険料等を提示する 

ことにより、各社の引受割合及び保険料の水準を維持できるようにしていた。 

これにより、４社は、公共の利益に反して、本件製油所包括保険の取引分野におけ

る競争を実質的に制限していた。 
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（注６）「本件製油所包括保険」とは、コスモエネルギーホールディングス株式会社（以下「コスモエネルギーホ

ールディングス」という。）がコスモ石油株式会社（以下「コスモ石油」という。）の製油所を対象に同社

に代わって、見積り合わせの方法により発注する地震保険、並びに見積り合わせと相対交渉を併用する方法

により発注する火災保険及び利益保険をいう。 

（注７）本件製油所包括保険は、共同保険の形式により発注されていた。 

（注８）「提供可能なキャパシティ」とは、損害保険会社１社が一つの損害保険に関して、支払義務を引き受ける

ことのできる補償額の上限値をいう。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ４社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、コスモ石油を保険契約

者とする損害保険の見積り合わせにおいて、各社が提示する保険料等を決定せず、

自主的に決めること。 

⑵ ４社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く３社並びにコス

モ石油、コスモエネルギーホールディングス、エーオンジャパン株式会社及び株式

会社コスモトレードアンドサービス（注９）に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底

しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、

公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

⑶ ４社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、コス

モ石油を保険契約者とする損害保険の見積り合わせにおいて保険料等を決定しては

ならない。 

⑷ ４社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵守

についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する定

期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の改

定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に

関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを定

める規程の作成 

⑸ ４社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

（注９）コスモエネルギーホールディングスは、地震保険、火災保険及び利益保険の見積り合わせについては、損

害保険代理業を営むエーオンジャパン株式会社を、また、火災保険及び利益保険の相対交渉については、同

業を営む株式会社コスモトレードアンドサービスを、それぞれ、介して行っていた。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

あいおい、損保ジャパン及び三井住友海上は、令和７年６月２日までに、それぞれ

前記１の「課徴金額」欄記載の額（総額３億３６６４万円）を支払わなければならな

い。 



独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構を保険契約者とする損害保険の

引受損害保険会社らに対する排除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ 

３０％ １０％ ２０％ 
1 億 7286 万円 

２ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

６０％ ２０％ ４０％ 
1 億 4429 万円 

３ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ 

免除 免除 ― 
― 

４ 共立株式会社（注６） 
○ ― 

（注７） 

― 
（注７） 

― 
― 

合計 
４社 

   
3 億 1715 万円 

（注１）各違反事業者名については、以下、「三井住友海上」、「損保ジャパン」、「東京海上」及び「共立」と

いう。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「課徴金減免制度の適用」欄及び「申請順位に応じた減免率」欄の「－」は、その事業者が課徴金減

免制度の適用事業者でないことを示している。 

（注５）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

（注６）番号４の事業者は、番号１ないし番号３の事業者から委託を受けた損害保険代理店として、保険契約の締

結の媒介等を行っていた者である。 

（注７）番号４の事業者は、課徴金減免申請を行った者であるが、令和元年改正前の独占禁止法第７条の２第１項

に規定する売上額及び独占禁止法第７条の２第１項に規定する売上額（課徴金の算定の基礎となる売上額）

が存在しなかったため、課徴金納付命令の対象とはなっていない。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１２号排除措置命令書参照） 

三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上の３社（以下、後記３⑵を除き「３社」

という。）並びに共立の４社（以下「４社」という。）は、遅くとも令和２年８月２

６日以降、本件備蓄基地保険（注８）（注９）について、自社の利益を確保するため 

⑴ア ３社は、共立を介して入札保険料及び共同保険の引受けに同意する保険料の最

低額（以下「入札保険料等」という。）を決定し、入札において、３社が事前に

想定した引受保険料及び引受割合で受注できるようにする 

イ 共立は、３社が入札保険料等を決定できるように協力する 

旨の合意の下に 

⑵ア 共立は、３社の入札保険料等に係る情報を適時に３社から入手し、他の２社に

共有する 

イ ３社は 

(ｱ) 共立を介して入札保険料等を決定する 

(ｲ) 入札において、前記(ｱ)で決定した入札保険料を提示するとともに、３社以

外の損害保険会社が３社よりも低い入札保険料を提示してきた場合において、
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当該提示額が前記(ｱ)で決定した共同保険の引受けに同意する保険料の最低額

を下回るときには、当該入札保険料による共同保険の引受けに同意しない 

ことにより、３社が事前に想定した引受保険料及び引受割合で受注できるようにして

いた。 

これにより、４社は、公共の利益に反して、本件備蓄基地保険の取引分野における

競争を実質的に制限していた。 
（注８）「本件備蓄基地保険」とは、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（以下「ＪＯＧＭＥＣ」という。）

が一般競争入札の方法により発注する、ＪＯＧＭＥＣが管理する国家石油・石油ガス備蓄基地等を対象とす

る企業財産包括保険、火災通知保険、土木構造物保険及び総合賠償責任保険をいう。 

（注９）ＪＯＧＭＥＣは、本件備蓄基地保険を共同保険の形式により発注していた。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ３社は、次のア及びイの事項を、共立は、次のア及びウの事項を、それぞれ、取

締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、ＪＯＧＭＥＣを保険契

約者とする損害保険について、入札保険料等を決定せず、自主的に決めること。 

ウ 今後、３社又は他の損害保険会社に対し、ＪＯＧＭＥＣを保険契約者とする損

害保険について、入札保険料等を共有しないこと。 

⑵ ４社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く３社及びＪＯＧ

ＭＥＣに通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければならない。これらの通

知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなけ

ればならない。 

⑶ ３社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、ＪＯ

ＧＭＥＣを保険契約者とする損害保険について、入札保険料等を決定してはならな

い。 

⑷ 共立は、今後、３社又は他の損害保険会社に対し、ＪＯＧＭＥＣを保険契約者と

する損害保険について、入札保険料等を共有してはならない。 

⑸ ３社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵

守についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する

定期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の

改定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分

に関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを

定める規程の作成 

⑹ 共立は、次のア及びイの事項を行うために必要な措置を講じなければならない。

この措置の内容については、前記⑷で命じた措置が遵守されるために十分なもので

なければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなければならな

い。 

ア ＪＯＧＭＥＣを保険契約者とする損害保険契約の締結の代理又は媒介に関す

る独占禁止法の遵守についての、ＪＯＧＭＥＣを保険契約者とする損害保険の営



業担当者に対する定期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監

査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に関する規程の改定 

⑺ ３社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑸に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

⑻ 共立は、前記⑴、⑵及び⑹に基づいて採った措置を速やかに公正取引委員会に報

告しなければならない。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

三井住友海上及び損保ジャパンは、令和７年６月２日までに、それぞれ前記１の「課

徴金額」欄記載の額（総額３億１７１５万円）を支払わなければならない。 



シャープ株式会社を保険契約者とする損害保険の引受損害保険会社に対する

排除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ 

５０％ １０％ ４０％ 
1 億 4505 万円 

２ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

６０％ ２０％ ４０％ 
5517 万円 

３ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ 

免除 免除 ― 
― 

合計 
３社 

   
2 億 22 万円 

（注１）各違反事業者名については、以下、「三井住友海上」、「損保ジャパン」及び「東京海上」という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１３号排除措置命令書参照） 

  三井住友海上、損保ジャパン及び東京海上の３社（以下「３社」という。）は、遅

くとも令和２年８月２８日以降、本件マリン保険（注５）（注６）について 

⑴ 各社の見積保険料を調整することによって保険料の水準を維持する 

旨の合意の下に 

⑵ ３社の営業担当者による会合を開催するなどして 

ア  三井住友海上（注７）が定めた見積保険料の水準を共有し、当該水準を基準として

各社の見積保険料を決定する 

イ 前記アの決定に当たっては、各社の見積保険料のうち、三井住友海上の見積保

険料が最も低くなるように調整する 

ウ 前記ア及びイで調整した見積保険料を提示する 

ことにより、保険料の水準を維持できるようにしていた。 

これにより、３社は、公共の利益に反して、本件マリン保険の取引分野における競

争を実質的に制限していた。 

（注５）「本件マリン保険」とは、シャープ株式会社（以下「シャープ」という。）を保険契約者とし、保管中又

は輸送中のシャープ製品等を補償対象とする損害保険であって、シャープから指名を受けたマーシュジャパ

ン株式会社（以下「マーシュジャパン」という。）により「ＳＨＡＲＰ ＧＬＯＢＡＬ ＳＴＰ ＰＲＯＧ

ＲＡＭ」という名称で見積り合わせされるものをいう。 

（注６）シャープは、本件マリン保険を共同保険の形式により発注していた。 

（注７）三井住友海上は、毎年、本件マリン保険の幹事会社に指定されていた。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ３社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 
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イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、シャープを保険契約者

とする損害保険の見積保険料を決定せず、自主的に決めること。 

⑵ ３社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く２社並びにシャ

ープ及びマーシュジャパンに通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければな

らない。これらの通知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委員

会の承認を受けなければならない。 

⑶ ３社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、シャ

ープを保険契約者とする損害保険の見積保険料を決定してはならない。 

⑷ ３社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵守

についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する定

期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の改

定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に

関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを定

める規程の作成 

⑸ ３社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

三井住友海上及び損保ジャパンは、令和７年６月２日までに、それぞれ前記１の「課

徴金額」欄記載の額（総額２億２２万円）を支払わなければならない。 



京成電鉄株式会社を保険契約者とする損害保険の引受損害保険会社に対する

排除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ 

６０％ 
２０％ 
（注５） 

４０％ 
6708 万円 

２ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ 

５０％ １０％ ４０％ 
3212 万円 

３ あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 
○ 

６０％ 
２０％ 
（注５） 

４０％ 
2152 万円 

４ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

免除 免除 ― 
― 

合計 
４社 

   
1 億 2072 万円 

（注１）各違反事業者名については、以下、「三井住友海上」、「東京海上」、「あいおい」及び「損保ジャパン」

という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

（注５）番号１及び３の事業者は、共同して、課徴金減免申請を行った者である。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１４号排除措置命令書参照） 

  三井住友海上、東京海上、あいおい及び損保ジャパンの４社（以下「４社」という。）

は、遅くとも令和元年１２月２５日以降、本件グループ包括保険（注６）（注７）について、

保険料等の低落防止等を図るため 

⑴ア 予定幹事会社を決定する 

イ 予定幹事会社以外の者は、予定幹事会社が幹事会社に選定されるように協力す

る 

ウ 予定幹事会社が定めた見積金額を基にした保険料等で契約できるようにする 

旨の合意の下に 

⑵ア 前回の見積り合わせにおいて幹事会社となった者を予定幹事会社とする 

イ 予定幹事会社が提示する見積金額は予定幹事会社が定め、予定幹事会社以外の

者は、予定幹事会社から連絡を受けた当該見積金額よりも高い見積金額を提示す

る 

ことにより、予定幹事会社を決定し、予定幹事会社が幹事会社に選定されるようにす

るとともに、予定幹事会社が定めた見積金額を基にした保険料等で契約できるように

していた。 

これにより、４社は、公共の利益に反して、本件グループ包括保険の取引分野にお

ける競争を実質的に制限していた。 
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（注６）「本件グループ包括保険」とは、京成電鉄株式会社（以下「京成電鉄」という。）が「グループ包括保険」

の名称により見積り合わせの方法により発注する京成電鉄を保険契約者とする鉄道総合財産保険（京成電鉄

並びに同社の子会社及び関連会社の鉄道財産を対象とする損害保険）、鉄道賠償責任保険（京成電鉄並びに

同社の子会社及び関連会社の鉄道事業の遂行に伴う損害賠償責任を対象とする損害保険）及び副業総合保険

（京成電鉄並びに同社の子会社及び関連会社についての、鉄道財産以外の財産及び鉄道事業以外の事業の遂

行に伴う損害賠償責任を対象とする損害保険）をいう。 

（注７）京成電鉄は、本件グループ包括保険を共同保険の形式により発注していた。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ４社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、京成電鉄が見積り合わ

せの方法により発注する京成電鉄を保険契約者とする損害保険について、予定幹

事会社又は見積金額を決定せず、自主的に決めること。 

⑵ ４社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く３社並びに京成

電鉄及び株式会社京成保険コンサルティング（注８）に通知し、かつ、自社の従業員に

周知徹底しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法については、あら

かじめ、公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

⑶ ４社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、京成

電鉄が見積り合わせの方法により発注する京成電鉄を保険契約者とする損害保険に

ついて、予定幹事会社又は見積金額を決定してはならない。 

⑷ ４社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵守

についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する定

期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の改

定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に

関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを定

める規程の作成 

⑸ ４社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

（注８）株式会社京成保険コンサルティングは、京成電鉄の完全子会社であり、損害保険代理業を営む者であると

ころ、４社と損害保険代理店契約を締結し、本件グループ包括保険に係る契約事務等を行っていた。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

三井住友海上、東京海上及びあいおいは、令和７年６月２日までに、それぞれ前記１

の「課徴金額」欄記載の額（総額１億２０７２万円）を支払わなければならない。 



警視庁が発注する損害保険の入札参加業者に対する排除措置命令及び課徴金

納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

６０％ ２０％ ４０％ 
1962 万円 

２ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ ― 

（注６） 

― 
（注６） 

― 
― 

３ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ ― 

（注６） 

― 
（注６） 

― 
― 

合計 
３社 

   
1962 万円 

（注１）各違反事業者名については、以下、「損保ジャパン」、「東京海上」及び「三井住友海上」という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「課徴金減免制度の適用」欄及び「申請順位に応じた減免率」欄の「－」は、その事業者が課徴金減

免制度の適用事業者でないことを示している。 

（注５）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

（注６）番号２及び３の事業者は、課徴金減免申請を行った者であるが、独占禁止法第７条の２第１項に規定する

売上額（課徴金の算定の基礎となる売上額）が存在しなかったため、課徴金納付命令の対象とはなっていな

い。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１５号排除措置命令書参照） 

  損保ジャパン、東京海上及び三井住友海上の３社（以下「３社」という。）は、遅

くとも令和４年３月２日以降、警視庁が希望制指名競争入札の方法により発注する任

意自動車保険について 

⑴ア 受注予定者を決定する 

イ 受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

⑵ア 損保ジャパンを受注予定者とする 

イ 損保ジャパンが提示する入札価格は損保ジャパンが定め、損保ジャパン以外の

者は、損保ジャパンが定めた価格で受注できるよう、当該価格を上回る入札価格

を提示する 

ことにより、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにしていた。 

これにより、３社は、公共の利益に反して、警視庁が希望制指名競争入札の方法に

より発注する任意自動車保険の取引分野における競争を実質的に制限していた。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ３社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、警視庁が発注する損害

保険について、受注予定者を決定せず、自主的に受注活動を行うこと。 
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⑵ ３社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く２社及び警視庁

に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければならない。これらの通知及び

周知徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなければな

らない。 

⑶ ３社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、警視

庁が発注する損害保険について、受注予定者を決定してはならない。 

⑷ ３社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての、官公需の営業担当者に対

する定期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の改

定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に

関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを定

める規程の作成 

⑸ ３社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

損保ジャパンは、令和７年６月２日までに、１９６２万円を支払わなければならな

い。 



東京都が発注する都立病院を対象とする損害保険の入札参加業者に対する排

除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 
号 

違反事業者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 
申請順位に応
じた減免率 

事件の真相の解
明に資する程度
に応じた減算率 課徴金額 

１ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

６０％ ２０％ ４０％ 
1698 万円 

２ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ ― 

（注６） 

― 
（注６） 

― 
― 

３ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ ― 

（注６） 

― 
（注６） 

― 
― 

合計 
３社 

   
1698 万円 

（注１）各違反事業者名については、以下、「損保ジャパン」、「東京海上」及び「三井住友海上」という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「課徴金減免制度の適用」欄及び「申請順位に応じた減免率」欄の「－」は、その事業者が課徴金減

免制度の適用事業者でないことを示している。 

（注５）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度の

適用事業者でないことを示している。 

（注６）番号２及び３の事業者は、課徴金減免申請を行った者であるが、令和元年改正前の独占禁止法第７条の２

第１項に規定する売上額及び独占禁止法第７条の２第１項に規定する売上額（課徴金の算定の基礎となる売

上額）が存在しなかったため、課徴金納付命令の対象とはなっていない。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１６号排除措置命令書参照） 

  損保ジャパン、東京海上及び三井住友海上の３社（以下「３社」という。）は、遅

くとも平成３１年３月７日以降、東京都が希望制指名競争入札の方法により発注する

都立病院（注７）を対象とする病院賠償責任保険（注８）（以下「東京都発注の病院賠償責任

保険」という。）について 

⑴ア 受注予定者を決定する 

 イ 受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

⑵ア 損保ジャパンを受注予定者とする 

イ 損保ジャパンが提示する入札価格は損保ジャパンが定め、損保ジャパン以外の

者は、損保ジャパンが定めた入札価格で受注できるよう、当該価格を上回る入札

価格を提示する 

ことにより、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにしていた。 

これにより、３社は、公共の利益に反して、東京都発注の病院賠償責任保険の取引

分野における競争を実質的に制限していた。 
（注７）「都立病院」とは、東京都立広尾病院、東京都立大塚病院、東京都立駒込病院、東京都立墨東病院、東京

都立多摩総合医療センター、東京都立神経病院、東京都立小児総合医療センター及び東京都立松沢病院をい

う。 

（注８）「病院賠償責任保険」とは、対象となる病院における医療上の事故、建物及び施設の使用又は管理におけ

る事故、医療行為以外の業務上の事故並びに給食等の事故により、病院の開設者が支出した損害賠償金、訴

訟費用等の諸費用をてん補することを内容とするものをいう。 

別紙７ 



 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ３社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、東京都及び地方独立行

政法人東京都立病院機構（以下「東京都立病院機構」という。）（注９）が発注する

損害保険について、受注予定者を決定せず、自主的に受注活動を行うこと。 

⑵ ３社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く２社並びに東京

都及び東京都立病院機構に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければなら

ない。これらの通知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委員会

の承認を受けなければならない。 

⑶ ３社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、東京

都及び東京都立病院機構が発注する損害保険について、受注予定者を決定してはな

らない。 

⑷ ３社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶で命じた措置が遵守されるため

に十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

ア 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての、官公需の営業担当者に対

する定期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の改

定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分に

関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを定

める規程の作成 

⑸ ３社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

（注９）東京都立病院機構は、令和５年度以降、都立病院を対象とする病院賠償責任保険を発注している。 

 

４ 課徴金納付命令の概要 

損保ジャパンは、令和７年６月２日までに、１６９８万円を支払わなければならな

い。 



仙台国際空港株式会社を保険契約者とする損害保険の引受損害保険会社に

対する排除措置命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令の対象事業者等 

番号 違反事業者 
排除措置命令 課徴金減免制度の

適用 課徴金額 

１ 損害保険ジャパン株式会社 
○ 

免除 
― 

２ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ ― 

（注５） ― 

３ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ 

― 
― 

合計 
３社 

 
― 

（注１）各違反事業者名については、以下、「損保ジャパン」、「東京海上」及び「三井住友海上」という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「課徴金減免制度の適用」欄の「－」は、その事業者が課徴金減免制度の適用事業者でないことを示

している。 

（注５）番号２の事業者は、課徴金減免申請を行った者であるが、算出された課徴金の額が１００万円未満であっ

たため、独占禁止法第７条の２第１項ただし書により課徴金納付命令の対象とはなっていない。 

 

２ 違反行為の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１７号排除措置命令書参照） 

損保ジャパン、東京海上及び三井住友海上の３社（以下「３社」という。）は、企

業財産包括保険（注６）、土木構造物保険（注７）及び空港管理者賠償責任保険（注８）（以下、

これらを「本件損害保険」という。）（注９）に係る令和元年７月１日更改の保険契約の

締結以降、地震特約の対象となる地震による損害が発生し保険金の支払が増加してい

たことなどから、３社の営業担当者が、電話で令和４年７月１日更改の保険契約（以

下「令和４年更改契約」という。）における本件損害保険の地震特約に係る保険期間

について情報交換を行った上で、令和４年５月１３日、東京都中央区に所在のカラオ

ケ店で会合を開催して、令和４年更改契約における本件損害保険について、見積り合

わせにおいて各社が提出する見積りを調整することによって保険料を引き上げること

及び地震特約に係る保険期間を１年とすることを合意した。 

これにより、３社は、公共の利益に反して、令和４年更改契約における本件損害保

険の取引分野における競争を実質的に制限していた。 

（注６）「企業財産包括保険」とは、仙台国際空港株式会社（以下「仙台国際空港」という。）が企業財産包括保

険と称して損害保険会社との間で契約する企業向け損害保険であって、火災や水災等の事故に起因して発生

した、空港航空保安施設、旅客ビル施設等に関する損害の補償及び休業補償を内容とするものをいう。 

（注７）「土木構造物保険」とは、仙台国際空港が土木構造物保険と称して損害保険会社との間で契約する企業向

け損害保険であって、落雷や水災等の事故に起因して発生した道路、駐車場施設、地下埋設物等に関する損

害の補償を内容とするものをいう。 

（注８）「空港管理者賠償責任保険」とは、仙台国際空港が空港管理者賠償責任保険と称して損害保険会社との間

で契約する企業向け損害保険であって、仙台国際空港の敷地内又はその周辺で行われる業務に関し、施設の

瑕疵、管理不備、遂行業務の過失等に基づいて第三者の身体や財産等に与えた損害について、仙台国際空港

が負担する賠償責任の補償を内容とするものをいう。 

（注９）仙台国際空港は、本件損害保険を共同保険の形式により発注していた。 

別紙８ 



 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ３社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の合意が消滅していることを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、仙台国際空港を保険契

約者とする損害保険の見積り合わせにおいて、保険料及び保険期間を決定せず、

自主的に決めること。 

ウ 今後、相互に、又は他の事業者と、仙台国際空港を保険契約者とする損害保険

の見積り合わせにおいて、保険料及び保険期間に関する情報交換を行わないこと。 

⑵ ３社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く２社並びに仙台

国際空港及び東急保険コンサルティング株式会社（注１０）に通知し、かつ、自社の従

業員に周知徹底しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法について

は、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

⑶ ３社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、仙台

国際空港を保険契約者とする損害保険の見積り合わせにおいて保険料及び保険期

間を決定してはならない。 

⑷ ３社は、今後、それぞれ、相互に、又は他の事業者と、仙台国際空港を保険契約

者とする損害保険の見積り合わせにおいて、保険料及び保険期間に関する情報交

換を行ってはならない。 

⑸ ３社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶及び⑷で命じた措置が遵守され

るために十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認

を受けなければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵

守についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する

定期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の

改定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分

に関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを

定める規程の作成 

⑹ ３社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑸に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

（注１０）東急保険コンサルティング株式会社は、令和４年更改契約における本件損害保険に関する損害保険代理

店である。 

 



東急株式会社を保険契約者とする損害保険の引受損害保険会社に対する排除

措置命令について 

 

１ 違反事業者、排除措置命令の対象事業者等 

番号 違反事業者 
排除措置命令 課徴金減免制度の

適用 課徴金額 

１ あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 
○ ― 

（注５）（注６） ― 

２ 損害保険ジャパン株式会社 
○ ― 

（注５） ― 

３ 東京海上日動火災保険株式会社 
○ ― 

（注５） ― 

４ 三井住友海上火災保険株式会社 
○ ― 

（注５）（注６） ― 

合計 
４社 

 
― 

（注１）各違反事業者名については、以下、「あいおい」、「損保ジャパン」、「東京海上」及び「三井住友海上」

という。 

（注２）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注３）表中「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が課徴金納付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注４）表中「課徴金減免制度の適用」欄の「－」は、その事業者が課徴金減免制度の適用事業者でないことを示

している。 

（注５）番号１ないし４の事業者は、課徴金減免申請を行った者であるが、独占禁止法第７条の２第１項に規定す

る売上額（課徴金の算定の基礎となる売上額）が存在しなかったため、課徴金納付命令の対象とはなってい

ない。 

（注６）番号１及び４の事業者は、共同して、課徴金減免申請を行った者である。 

 

２ 違反行為等の概要（詳細は別添２令和６年（措）第１８号排除措置命令書参照） 

⑴ 合意の成立等 

あいおい、損保ジャパン、東京海上及び三井住友海上の４社（以下「４社」とい

う。）は、企業財産包括保険（注７）及び企業総合賠償責任保険（注８）（以下、これらを

「本件損害保険」という。）（注９）に係る令和２年２月２８日更改の保険契約の保険

金の支払が増加していたことなどから、４社の営業担当者が、電話、面談等による

情報交換を行い、遅くとも令和４年１２月７日までに、令和５年２月２８日更改の

保険契約（以下「令和５年更改契約」という。）における本件損害保険について、

見積り合わせにおいて各社が提出する見積りを調整することによって保険料を引き

上げ又は維持することを合意した。 

これにより、４社は、公共の利益に反して、令和５年更改契約における本件損害

保険の取引分野における競争を実質的に制限していた。 

（注７）「企業財産包括保険」とは、東急株式会社（以下「東急」という。）が企業財産包括保険と称して損害

保険会社との間で契約する企業向け損害保険であって、不測かつ突発的な事故により対象財産に生じた

損害の補償を内容とするものをいう。 

（注８）「企業総合賠償責任保険」とは、東急が企業総合賠償責任保険と称して損害保険会社との間で契約する

企業向け損害保険であって、被保険者が業務上の事故によって第三者の身体や財産等に与えた損害につ

いて負担する賠償責任の補償を内容とするものをいう。 

（注９）東急は、本件損害保険を共同保険の形式により発注していた。 

 

⑵ 合意の消滅 

別紙９ 



東急は、４社が提出した見積りが保険料の事前の調整を想起させるものであった

ことから、損保ジャパンに対して、保険料の調整に関する疑義を示唆したところ、

損保ジャパンは、自社が提出した見積りより低い金額の見積りを提出するとともに、

４社による保険料の事前の調整を認めた。  

その後、東急は、あいおい、東京海上及び三井住友海上に対して、それぞれ、他

の損害保険会社から保険料の調整の事実を確認した旨を告げ、見積りの再提出を求

めたところ、あいおい及び三井住友海上は、令和４年１２月２７日までに、それぞ

れ、自社が提出した見積りより低い金額の見積りを再提出した。 

これらの事実から、前記⑴の合意は、令和４年１２月２７日以降、事実上消滅し

ているものと認められる。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ ４社は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２⑴の合意が消滅していることを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、東急を保険契約者とす

る損害保険の見積り合わせにおいて、保険料を決定せず、自主的に決めること。 

ウ 今後、相互に、又は他の事業者と、東急を保険契約者とする損害保険の見積り

合わせにおいて、保険料に関する情報交換を行わないこと。 

⑵ ４社は、それぞれ、前記⑴に基づいて採った措置を、自社を除く３社並びに東急

及び東急保険コンサルティング株式会社（注１０）に通知し、かつ、自社の従業員に周

知徹底しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法については、あらか

じめ、公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

⑶ ４社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、東急

を保険契約者とする損害保険の見積り合わせにおいて、保険料を決定してはなら

ない。 

⑷ ４社は、今後、それぞれ、相互に、又は他の事業者と、東急を保険契約者とする

損害保険の見積り合わせにおいて、保険料に関する情報交換を行ってはならない。 

⑸ ４社は、それぞれ、次のアからウまでの事項を行うために必要な措置を講じなけ

ればならない。この措置の内容については、前記⑶及び⑷で命じた措置が遵守され

るために十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認

を受けなければならない。 

ア 共同保険の形式により発注される損害保険の引受けに関する独占禁止法の遵

守についての、共同保険の形式により発注される損害保険の営業担当者に対する

定期的な研修並びに法務担当者及び第三者による定期的な監査 

イ 独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規程の

改定（損保ジャパンにあっては独占禁止法違反行為に関与した役員に対する処分

に関する規程の改定） 

ウ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対する適切な取扱いを

定める規程の作成 

⑹ ４社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑸に基づいて採った措置を速やかに公正取引

委員会に報告しなければならない。 

（注１０）東急保険コンサルティング株式会社は、令和５年更改契約における本件損害保険に関する損害保険代理

店である。 

 


